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道内景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

需要面をみると、輸出はアジアや西欧向けが増加している。公共投資は、環境関連の大型

工事が発注となり増加している。個人消費は、秋物商品の販売が低調に推移している。住宅

投資は、取得支援策の終了などから持家が減少に転じている。

生産活動は、持ち直しの動きが緩やかになっている。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求

人数ともに改善している。企業倒産は、件数は増加、負債総額は減少している。
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①個人消費～弱い動き

９月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲３．９％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲４．７％）は、衣料品、飲

食料品などすべての品目が前年を下回った。

スーパー（同▲３．７％）は、衣料品が前年を

上回ったが、主力の飲食料品や身の回り品、

その他の品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲６．８％）

は、昨年のたばこ増税前の駆け込み需要の反

動から１１ヶ月ぶりに前年を下回った。

②住宅投資～６ヶ月ぶりに減少

９月の新設住宅着工戸数は、２，３８９戸（前

年比▲４．７％）と６ヶ月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋７．８％）は

前年を上回ったが、持家（同▲１５．２％）、分

譲（同▲１５．５％）はそれぞれ前年を下回っ

た。

平成２３年度上半期（４～９月）では、

１７，４６７戸（前年同期比＋７．７％）と前年を上

回って推移している。利用関係別では、持家

（同＋９．３％）、貸家（同＋６．３％）、分譲（同

＋１４．８％）いずれも前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～生産は３ヶ月ぶりに低下

９月の鉱工業生産指数は、前月比は

▲１．８％と２ヶ月連続、前年比は▲１．１％と３

ヶ月ぶりにそれぞれ低下した。

業種別では、前年に比べ輸送機械工業や鉄

鋼業、金属製品工業などが上昇したが、電気

機械工業や一般機械工業、印刷業などが低下

した。

④公共投資～２ヶ月連続の増加

９月の公共工事請負金額は、７４０億円（前

年比＋６．４％）と２ヶ月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲７．３％）、市町

村（同▲１．１％）は前年を下回ったが、道

（同＋４．５％）は前年を上回った。

平成２３年度上半期（４～９月）では、請負

金額５，０３６億円（前年同期比▲４．３％）と前年

を下回っている。

⑤雇用情勢～持ち直している

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４９倍となり、前月比では０．０４ポイント、

前年比では０．０６ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は２０ヶ月連続の上昇となった。新規求

人数は、前年比１３．１％の増加となり２０ヶ月連

続して前年を上回った。業種別では、医療・

福祉（前年比＋１３．３％）や宿泊業、飲食サー

ビス業（同＋４１．４％）、情報通信業（同

＋７３．６％）などが増加した。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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⑥来道客数～１４ヶ月連続で前年を下回る

９月の来道客数は、１，１３０千人（前年比

▲１．９％）と１４ヶ月連続で前年を下回った。

東日本大震災により、道外や海外からの観光

客が大幅に減少したが、マイナス幅は縮小傾

向にある。

平成２３年度上半期（４～９月）では、

５，６３９千人（前年同期比▲１０．４％）と前年を

下回っている。

⑦貿易動向～輸出は２ヶ月連続の増加

９月の道内貿易額は、輸出が前年比２２．６％

増の３５２億円、輸入が同１９．１％増の１，２００億円

となった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品、化学製品

などが増加して２ヶ月連続して前年を上回っ

た。

輸入は、原油・粗油や石油製品、肥料など

が増加して２１ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数は増加、負債総額は減少

１０月の企業倒産は、件数は３１件（前年比

＋３．３％）、負債総額は３０億円（同▲３０．９％）

となった。件数は２ヶ月ぶりに前年を上回

り、負債総額は２ヶ月連続で前年を下回っ

た。

業種別では、建設業９件、卸売業、小売

業、運輸業各５件などとなった。

４～１０月累計では、件数２５８件（前年同期

比＋１．６％）、負債総額６７３億円（同＋０．４％）

と前年並みで推移している。

道内経済の動き
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１．雇用の現状

雇用人員判断DI（「過剰企業」－「不

足企業」、マイナス５）は前年同期に比

べ３ポイント低下し、従業員の不足感が

幾分強まった。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針では、「増員する」企

業（２１％）から「減員する」企業（１１％）

を差し引いたDIはプラス１０、来年度の

「新規採用を実施する」企業は２６％とな

り、ともに前年と同水準にとどまった。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
雇用の現状について

判断時点
平成２３年１０月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割
合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域

全 道 ４８６ １００．０％

札幌市 ２１１ ４３．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、
胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９７ ２０．０

道 南 ３７ ７．６ 渡島・檜山の各地域

道 北 ６６ １３．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ７５ １５．４ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率

全 産 業 ６８１ ４８６ ７１．４％

製 造 業 １７３ １２５ ７２．３

食 料 品 ５５ ４０ ７２．７

木 材 ・ 木 製 品 ２８ ２３ ８２．１

鉄鋼・金属製品・機械 ４６ ３２ ６９．６

そ の 他 の 製 造 業 ４４ ３０ ６８．２

非 製 造 業 ５０８ ３６１ ７１．１

建 設 業 １４２ １０３ ７２．５

卸 売 業 ８９ ６４ ７１．９

小 売 業 １０３ ６５ ６３．１

運 輸 業 ５２ ４０ ７６．９

ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２８ １７ ６０．７

その他の非製造業 ９４ ７２ ７６．６

特別調査

従業員の不足感、幾分強まる
雇用の現状について

調 査 要 項
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1 従業員の過不足感

「不足」企業（２４％）が「過剰」企業（１９％）を上回る。特に製造業（△１２）で不足感強い。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 １９ １５ １０ ２６ ６ ２０ ２０ ２１ ３３ １５ ８ ６ ２３

（か な り 過 剰） （０）（１）（－）（４）（－）（－）（０）（－）（－）（－）（－）（－）（１）

（や や 過 剰） （１９）（１４）（１０）（２２）（６）（２０）（２０）（２１）（３３）（１５）（８）（６）（２２）

適 正 で あ る ５７ ５８ ５５ ５７ ６６ ６０ ５７ ４６ ５４ ６２ ６９ ５９ ６２

不 足 ２４ ２７ ３５ １７ ２８ ２０ ２３ ３３ １３ ２３ ２３ ３５ １５

（や や 不 足） （２２）（２６）（３５）（１７）（２８）（１７）（２１）（３０）（１１）（２３）（１８）（３５）（１５）

（か な り 不 足） （２）（１）（－）（－）（－）（３）（２）（３）（２）（－）（５）（－）（－）

雇 用 人 員 判 断 DI △５ △１２ △２５ ９ △２２ ０ △３ △１２ ２０ △８ △１５ △２９ ８

前年同時期の雇用人員判断DI △２ △４ △１９ １６ △１６ １７ △１ △１ ６ △１ △３ △３５ ９

雇用人員判断DI

特別調査

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１２月号
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男女別の過不足感

男性（△５）、女性（△５）ともに

不足。

職種別の過不足感

営業販売職（△１１）、技能職（△１７）は依然として

不足感が強い。

情報機器の習熟者

ホテル・旅館業（△６３）をはじめ、全業種で大幅マイナス。

地域別の過不足感

道北（△１５）などでは不足、道南（＋１４）では過剰。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 ２ １ － － ３ － ２ ２ ３ ２ － － ３

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）
（や や 過 剰） （２）（１）（－）（－）（３）（－）（２）（２）（３）（２）（－）（－）（３）
適 正 で あ る ７２ ７６ ６９ ８３ ７５ ８３ ７１ ７８ ６２ ７５ ７５ ３７ ６９

不 足 ２６ ２３ ３１ １７ ２２ １７ ２７ ２０ ３５ ２３ ２５ ６３ ２８

（や や 不 足） （２４）（２１）（２８）（１３）（２２）（１７）（２５）（１９）（３３）（２３）（２５）（５０）（２４）
（か な り 不 足） （２）（２）（３）（４）（－）（－）（２）（１）（２）（－）（－）（１３）（４）
雇 用 人 員 判 断 DI △２４ △２２ △３１ △１７ △１９ △１７ △２５ △１８ △３２ △２１ △２５ △６３ △２５

前年同時期の雇用人員判断DI △２４ △２４ △３１ △１１ △２９ △１７ △２４ △１０ △２５ △３３ △１６ △３６ △３８

（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東
過 剰 ２１ １７ ２７ ２０ １３

（かなり過剰） （１） （－） （３） （－） （－）
（や や 過 剰） （２０） （１７） （２４） （２０） （１３）
適 正 で あ る ５６ ５８ ６０ ４５ ６６

不 足 ２３ ２５ １３ ３５ ２１

（や や 不 足） （２１） （２３） （１３） （３２） （２１）
（かなり不足） （２） （２） （－） （３） （－）
雇用人員判断DI △２ △８ １４ △１５ △８

前年同時期の雇用人員判断DI △５ △２ ８ １ △１

（単位：％）

（項 目） 男 性 女 性

過 剰 １９ ７

（かなり過剰） （０） （０）
（や や 過 剰） （１９） （７）
適 正 で あ る ５７ ８１

不 足 ２４ １２

（や や 不 足） （２２） （１２）
（かなり不足） （２） （０）
雇用人員判断DI △５ △５

前年同時期の雇用人員判断DI △１ △５

（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他
過 剰 １０ １２ １０ １０

（かなり過剰） （０） （０） （－） （０）
（や や 過 剰） （１０） （１２） （１０） （１０）
適 正 で あ る ８１ ６５ ６３ ８２

不 足 ９ ２３ ２７ ８

（や や 不 足） （９） （２２） （２５） （７）
（かなり不足） （－） （１） （２） （１）
雇用人員判断DI １ △１１ △１７ ２

前年同時期の雇用人員判断DI ３ △１６ △１８ ３

特別調査

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年１２月号
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今後の雇用方針

その他の製造業（△１０）を除く９業種で人員確保の動き。

増員の理由と雇用形態（該当企業１０２社、複数回答）

理由は「将来の人手不足への備え」（５２％）。雇用形態は「正社員」とする企業（８６％）が多数。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�人員を増加する ２１ ２５ ３０ ２６ ２８ １３ ２０ ２０ ２２ １８ １５ １２ ２４

�現状維持する ６８ ６３ ６５ ５７ ６６ ６４ ６９ ６５ ６７ ７３ ８３ ８２ ６５

�人員を削減する １１ １２ ５ １７ ６ ２３ １１ １５ １１ ９ ２ ６ １１

雇用方針DI １０ １３ ２５ ９ ２２ △１０ ９ ５ １１ ９ １３ ６ １３

前年同時期の雇用方針DI １０ １１ ２６ △１１ ２３ △１１ １０ ７ １２ １０ １１ ９ １３

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�将来の人手不足への備え ５２ ４８ ４２ ６７ ４４ ５０ ５４ ７５ ５０ ３３ ５０ １００ ４１

�既存事業の拡大・強化 ４５ ３６ ３３ ３３ ５６ － ４９ ６０ ６４ ３３ ５０ － ４１

�売上増加傾向 ２３ ２９ ５０ － ３３ － ２０ ３５ ７ １７ ３３ － １２

�新規事業参入 １１ １０ － １７ ２２ － １１ ５ ７ ２５ １７ － １２

	その他 １１ １０ ８ － － ５０ １１ － １４ ２５ １７ ５０ ６

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ８６ ７１ ５０ １００ ８９ ５０ ９３ １００ ８６ ９２ １００ １００ ８８

�パート・アルバイト ３５ ４８ ６７ ３３ ３３ ５０ ３０ ５ ２１ ５０ ６７ １００ ２９

�派遣社員 ５ １３ １７ － １１ ２５ １ － － － － ５０ －

特別調査

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１２月号
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減員の理由と雇用形態（該当企業５３社、複数回答）

理由は「売上減少傾向」（６１％）、「合理化・効率化」（５１％）の順。

来年度の新規採用計画

「採用する」企業（２６％）は前年同水準。

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�売上減少傾向 ６１ ５４ － ５０ １００ ６７ ６４ ８６ ４３ ６０ － １００ ５０

�合理化・効率化 ５１ ５４ １００ ５０ － ５０ ５０ ４３ ５７ ８０ １００ － ３８

�退職者の増加（自然減） ３１ ８ － － － １７ ３９ ５０ ５７ ２０ － － ２５

�事業縮小 １４ ８ － ２５ － － １７ ２１ － ２０ － － ２５

�その他 － － － － － － － － － － － － －

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�正社員 ８０ ７７ ５０ ７５ １００ ８３ ８１ ９２ ８６ ６０ １００ － ７１

�パート・アルバイト ３３ ４６ ５０ ５０ － ５０ ２８ ２５ １４ ６０ － － ２９

	派遣社員 １１ １５ － － １００ １７ ９ ８ － － － － ２９

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

採 用 す る ２６ ２３ ２３ １８ ２８ ２３ ２７ ３０ ３０ ２９ １１ ２５ ２８

（多く採用する） （６）（３）（５）（－）（３）（３）（７）（８）（６）（９）（３）（－）（９）
（ほ ぼ 同 数） （１４）（１４）（１８）（９）（２２）（７）（１４）（１８）（１４）（１７）（５）（１９）（１１）
（少 な く 採 用） （６）（６）（－）（９）（３）（１３）（６）（４）（１０）（３）（３）（６）（８）
採 用 し な い ４２ ３３ ４０ ２６ ２５ ３７ ４６ ４０ ５１ ４０ ６０ ５０ ４４

未 定 ３２ ４４ ３７ ５６ ４７ ４０ ２７ ３０ １９ ３１ ２９ ２５ ２８

前年同時期の採用する企業 ２６ ２５ １９ ２６ ３２ ２４ ２６ ２６ ２０ ３０ ２０ ２６ ３０

来年度の新規採用企業数（％）

特別調査

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年１２月号
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今回の調査結果では、総じて人員不足感はやや強まり、前年に続き雇用確保の動きが表れ

ています。しかし「求める職種への応募が少ない」、「求める能力を有する人材がいない」な

どの声も聞かれます。また、定年後の雇用延長などに伴う年齢構成の偏りを改善すべく、人

材育成も急がれています。このような問題点の解消のため、多くの企業では、採用方法や研

修体制などの見直しが課題となっています。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

＜食肉加工業＞

時期によって受注が増減するため、受注が

増えた場合の人員確保が難しい。人材派遣会

社に依頼する場合もあるが、コストが上昇し

てしまう。

＜製菓業＞

中小企業庁「新卒者就職応援プロジェク

ト」にてインターンシップ研修を行い、その

うち数人を採用したが、レベルが高く期待で

きる。しかし一方で、会社改革の流れについ

ていけない社員も増加している。

＜食品製造業＞

製造現場や厨房手伝い等への応募者が少な

い。本当に失業問題は深刻なのかと考えさせ

られる。

＜木製建具製造業＞

雇用はやや過剰だが、技術者は簡単に補充

できないので、繁忙期に備えて現状の人員数

は確保しておきたい。

＜金属加工業＞

新卒で求める人材が面接に来ない。学生に

興味を持ってもらえるような企業イメージを

創造したいが、良い方法が見つからない。

＜金属製品製造業＞

事業拡大に伴い、すぐにでも人員を確保し

たい。まずアルバイトとして採用し、見込み

があれば正社員として雇う。近年は電子化が

著しいため、IT関連に弱い人材は難しい。

＜車体製造業＞

アルバイトについて、適性が認められる場

合は正社員などへの切り替えも実施している

が、最近は新規採用者の質が低下し、定着率

も悪い。

＜石灰製品製造業＞

雇用の延長（６０～６５歳）を実施している

が、当社は２４時間操業の工場が多いため、夜

勤勤務は体力的に厳しいと思われる。

＜建設業＞

技術者に現場を任せられるのは、入社後５

年目くらいからである。優秀な技術者を育成

するには、多くの現場を経験させることが重

要であり、今後の現場配置がカギとなる。

＜建設業＞

外部の会社に頼らずにパソコン上のシステ

ムを稼働させ、トラブルに対応できる人がほ

とんどいない。年齢に関係なく、情報機器を

使いこなせる人材が必要である。

経営のポイント

採用方法や研修体制の見直しが課題
〈企業の生の声〉

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１２月号
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＜建設業＞

少数で様々な業務をこなす体制を作るた

め、社会経験豊富な人材を中途採用したい。

しかし、面接程度では人格やスキルは分から

ないのが実情である。採用側にも見抜く力が

必要になる。

＜電気通信工事業＞

雇用しても、メンタル面が原因で辞めてし

まう事例が重なった。入社後の研修体制やメ

ンタルサポートが不可欠である。

＜建設業＞

資格を有している技術者の人数や高齢化な

どにより、官庁工事を受注できないことが多

い。技術者の入れ替えが急務である。

＜靴卸売業＞

ただ販売するだけでなく、販売地域のニー

ズを具現化できるような、商品開発型営業の

育成を強化する。中国等の生産工場での長期

研修に耐えられるよう、若手を対象に中国語

講座を実施する。

＜建材卸売業＞

新卒者が２年続けて入社後半年で退職し、

無駄な時間と経費を使った。今後は中途採用

で即戦力の人材を狙いたい。

＜鋼材販売＞

従業員数は若干不足しているが、当面は欠

員の補充程度とし、今後数年間で緩やかに増

加させる計画である。ただし、高年齢層の集

中退職が５～１０年後に控えていることから、

計画的な雇用と人材育成が必要である。

＜住宅設備機器販売業＞

即戦力になる人材を求めているが、高齢者

からの応募が多く、若年層がほとんどいな

い。

＜家具店＞

若い従業員を雇用することは若い顧客の獲

得につながると思われるが、地方では若年層

の絶対数が少ないため、雇用には踏み切れな

い。これが負の連鎖につながっているのが現

状である。

＜食品雑貨店＞

最低賃金の改定により、半年で約３００万円

の人件費増が見込まれる。人手不足感はある

が、短期的に販売環境の好転は見込めないた

め、人員増は行わない。

＜産業廃棄物処理業＞

パート職員を多数雇用しているが、毎年上

がり続ける最低賃金に頭を痛めている。

＜都市ホテル＞

新卒も含め、補充要員が入社後１年以内に

退社するケースが多い。選考に時間をかけ、

入社後も研修育成をしているが、今一度教育

システムの再検討が必要である。

＜観光ホテル＞

過当競争の激化でほとんど利益が出ないに

も関わらず、賃金や保険料等の人件費は増え

続けている。

経営のポイント

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年１２月号
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＜リネンサプライ＞

正社員からパート職員への切り替えを実施

し、それなりに成果は上がったものの、パー

トの勤務時間は短いため結果的に人員が増加

した。今後は作業内容を見直し、パート職員

の削減を目指す。

＜産業廃棄物処理業＞

定年退職者のほぼ全員が延長雇用を希望

し、欠員がなかなか発生しない。今年は次世

代育成のため中途採用を実施した。いかにし

て労働効率を高め、世代交代を進めるかが課

題となる。

＜仕出し料理＞

都市部の催事に出店する際、派遣社員に対

し、企業や商品に対する理解を深め、お客様

に伝えてもらえるような教育マニュアルを考

えたい。

＜ソフトウェア開発＞

首都圏を中心に事業を行っているが、道内

からの出張旅費等がかかるため、競合他社に

対しコスト面で不利である。首都圏での採用

ができるよう、ブランド力を向上させる。

＜建設コンサルタント＞

年齢構成にかなり偏りがあり、２０代が少な

い。このため新卒採用をしなければならない

が、一方で、高齢者雇用延長制度への対応も

必要となる。公共投資を受注の核とする業種

柄、今後の雇用拡大は難しい。

経営のポイント
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はじめに

独立行政法人 産業技術総合研究所北海道センター（産総研北海道センター）は、平成１３年に

国立の研究所であった経済産業省工業技術院北海道工業技術研究所（工技院 北工研）から移行

した“研究所”です。現在、産総研北海道センターには、“生物プロセス研究部門”と“メタン

ハイドレート研究センター”の二つの研究ユニットが存在します。前者は、バイオテクノロジー

によるものづくりのための基盤研究から実用化へ向けた研究開発を行っており、後者は、新たな

天然ガス資源として期待されているメタンハイドレート資源から天然ガスを経済的且つ安全に生

産する技術開発を行っています。

本稿では北海道センターの重点課題であり、北海道とも縁が深いと考えられる、“バイオもの

づくり”に関係する研究をご紹介したいと思います。

産総研北海道センターの歴史

産総研北海道センターの前身は、昭和３５年に北海道の鉱工業開発と振興を目的に、北海道工業

開発試験所（平成５年には北海道工業技術研究所に改名）として設立されました。設立当初は北

海道の重要産業であった石炭に関する研究や分析技術の研究を行っており、その後もサンシャイ

ン計画の下、石炭の液化やガス化研究に取り組んで来ました。

平成１３年４月には、工業技術院傘下の１５の研究所が統合して、「独立行政法人産業技術研究

所」が発足し、これに伴い、北海道工業技術研究所も「産業技術研究所北海道センター」とな

り、研究の重点分野を、“バイオものづくり”とすることと致しました。

北海道は、国土の約２２％の面積を占めています。農業技術の進歩により、寒冷地においても

様々な作物の栽培が可能となってきたこともあり、農業生産物の出荷額では全国一位を誇ってい

ます。それでも、北海道のGDPの全国シェアは４％前後に留まっています。この事は、広い土地

を利用した農業生産高では国内トップでありながら、生産物に充分な付加価値を付けずに販売し

ていることを意味しているものと考えます。

そこで、産総研北海道センターでは、北海道が他地域に対して優位性を持つ農業等へ応用展開

が可能な新しい「バイオテクノロジー」を研究所の重点課題とし、“バイオものづくり”をその

キャッチフレーズとして研究開発に取り組むことと致しました。

“バイオものづくり”とは

私たちが考える“バイオものづくり”とは、“バイオテクノロジー”を活用して、人々の役に

立つ物質を生産したり、人間の活動による環境への負荷を緩和したりする技術開発を意味してい

ます。

経営のアドバイス

（独）産業技術総合研究所北海道センターにおける
“バイオものづくり”研究

独立行政法人 産業技術総合研究所
北野 邦尋北海道センター所長
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また、バイオテクノロジーとは、「ライフサイエンス（生命科学）の基幹技術の一つであり、

生物の持つ働きを上手く利用し、人間の生活に役立たせる技術」です。人類は、“バイオテクノ

ロジー”という言葉が誕生する以前から、生物の持つ働きを利用する試みを多く行ってきまし

た。例えば、お酒（ワイン）、パン、味噌、醤油、保存食を作ることは、正にバイオテクノロ

ジーの応用に他なりません。また、植物の育種やペット用動物（イヌ、ネコ等）、産業用動物

（ウシ、ブタ等）の品種改良もバイオテクノロジーの応用と言っても良いと思います。

私たちは、発酵や植物の育種や品種改良と言った伝統的な技術に、ライフサイエンス研究から

得られた最新の知識を加えて、生物の機能をより積極的に活用する“バイオものづくり”の研究

を進めています。

バイオものづくり研究事例紹介

１．微生物を使ってタンパク質や化成品を作る

微生物、特に大腸菌を使った物質合成は既に盛んに行われています。産総研北海道センターで

は、大腸菌とは異なる反応プロセスや、生産系を構築出来る“ロドコッカス属放線菌”を宿主細

胞とした物質生産の研究を進めています。

ロドコッカス属放線菌は、細胞増殖温度域が広く（低温においても活性を維持出来る）、有機

溶媒に対してもある程度の耐性を持っているため、遺伝子工学的な手法によって高機能を付与し

た細胞を作って、これまでよりも効率良く、または大腸菌では生産出来なかった有用物質の生産

を可能にすることができることが分かってきました。

これまで行ってきた研究課題の中で、特に注目を浴びたのは、「骨粗鬆症の治療薬であるビタ

ミンD活性型の大量生産法の開発」の研究でした。骨粗鬆症は、骨の密度が低下し骨折しやすく

なる等の症状が出る病気で、高齢化社会の到来と共に増加し、国内での患者数は１０００万人を超え

ると言われています。治療法としては、活性型ビタミンD製剤を服用し、カルシウムの吸収を高

める方法が取られていますが、現在の方法では、活性型ビタミンD製剤の生産収率が低く、大変

高価な薬になってしまうことが問題でした。

そこで、産総研では、ビタミンDを不活性型から活性型に変換する酵素（ビタミンD水酸化酵

素）を探索し、その分離・精製を行って、ロドコッカス放線菌を用いて、ビタミンDの生産性を

飛躍的に高める研究を行いました。この研究は、いわば寒冷な北海道にも生息する微生物を小さ

な工場として利用する事によって、ビタミンD活性型の収率を数十倍高めることが出来ることを

示したもので、日本経済新聞社の２００７年度技術トレンド調査（第３回）において、「実用性＋市

場性」評価で第５位にランクされ、将来の発展が期待される技術となっています。
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２．寒冷地の酪農排水の処理

酪農業も北海道を代表する産業であり、その規模の拡大と共に搾乳施設から出る牛乳を含んだ

排水（パーラー排水）量が増加しています。パーラー排水には、搾乳器具等の洗浄水の他、牛乳

や糞尿、洗浄剤などが含まれ、BOD（生物化学的酸素要求量）やCOD（化学的酸素要求量）が

高いと言われています。従って、そのまま環境に排水すれば、環境汚染に繋がるので、排水を浄

化槽にて微生物処理を行って、清浄化する汚水処理が行われています。汚水を微生物によって処

理することは、以前から行われて来たことですが、寒冷な北海道には、北海道の環境に適した汚

水処理システムの開発が必要でした。

そこで、産総研北海道センターでは、帯広市の企業、大学と共同で、地域資源である石炭を活

用した活性炭に、低温でも活性を維持できる微生物を固定化して、従来技術に比べ、小規模で安

価な処理システムの開発を行いました。

この技術開発により、共同研究先の企業は、「中小企業新技術・新製品賞 優秀賞」を受賞さ

れました（平成２３年４月）し、産総研の生物プロセス研究部門の研究者も「産学官連携特別賞」

を頂くことが出来ました。
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３．植物工場による有用物質の生産

新経済成長戦略（２００８年改訂）に、植物工場の普及・拡大が謳われたことも在り、現在、日本

全国各地で新たな植物工場が建設されています。ここでの植物工場は、“人工的環境制御による

施設内における作物の自動周年栽培システム”と説明されていますが、完全な人工環境下での植

物栽培を目指すものから、太陽光による照明を行うものまで、様々な形態のものがあり、レタス

などの葉物野菜やトマトなどの栽培が行われています。植物工場では、季節に関係なく、植物

（野菜）の生産が可能になると言う強みがある反面、植物工場の環境の“人工の程度”（照明、温

度、培養基などをどれほどコントロールするか）を高めれば高める程、使用電力等の運転コスト

が嵩み、圃場栽培の植物（野菜）との価格面での競争は難しくなるとの欠点があります。そこで

価格以外の競争力を付加するために、様々な取り組みがなされています。例えば、水耕栽培等を

行って土を全く用いずに、クリーンな野菜をアピールするもの、環境制御によって通年栽培を行

うもの、店舗の中に小型の植物工場を設置し、新鮮さやディスプレー効果を狙うなどの試みがな

されています。

産総研北海道では、植物工場の密閉性を高めると共に、温度、光等の環境条件を完全にコント

ロールして、有用物質を生産する遺伝子組換え植物を栽培する“完全密閉型遺伝子組換え植物工
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場システム”の開発を行ってきました。この植物工場は、植物（野菜）を生産物とするのでは無

く、植物体に作らせる“物質”を目的生産物とします。即ち、完全密閉、完全人工環境とするこ

とで、厳密な栽培管理や組換え体の拡散防止処置を行って遺伝子組換え植物を栽培し、医薬原料

生産等、付加価値の高い物質生産を行います。勿論、植物工場を運転するエネルギーコストは高

くなりますが、生産する物質の価値が高ければ、言い換えればその物質の現行の生産コストに比

較して、この植物工場による生産コストが低ければ、物質生産システムとして充分な実用性を持

つと考えている訳です。

本研究は、１０年余り前に、植物に有用物質の生産に関わる遺伝子を導入して、その植物を栽培

することによって、高付加価値な物質生産を行わせる実験室レベルの研究から始まりました。研

究開発の結果、現在主に動物細胞培養等に因って作られているインターフェロンの様な医薬品原

料を、植物（例えばイチゴやジャガイモ）を栽培する事によって生産する方法を開発することが

出来ました。

しかしながら、実験室レベルで開発した“医薬原料製造法”を実際の生産系に繋げるために

は、遺伝子導入した植物を安全に安定して栽培する“システム”や、関連法令も考慮した製剤技

術の開発も必要となります。そこで私たちは、遺伝子導入した植物を、完全密閉条件下で育て、

これから医薬原料を取り出す一連のプロセスを、実際に行うことが出来る“工場”を建設してみ

る事に致しました。

遺伝子拡散を防ぐ方法、ターゲットにする植物に適した照明環境、温度制御、水耕栽培技術

等々、様々な要素技術を大学や企業との協力によって新たに開発し、平成１９年２月に世界初の

“完全密閉型遺伝子組換え植物工場”を完成させることができました。

その後今日まで、この植物工場を活用して、様々な植物の栽培や、有用物質の生産研究を行

い、これまでに幾つかの成果を挙げることが出来ました。その一つが、以下に紹介するイチゴに

よるイヌインターフェロンの大量生産技術開発の成功です。

スーパーマーケットに買い物に行くと、ペット用品のコーナーの充実ぶりに驚かされることが

多くあります。イヌやネコ用の洋服からダイエットフードまで、人間用の日用品と比べても遜色

のない品物が売られています。現在、我が国だけでも、１３００万頭のイヌがペットとして飼われて

おり、決して小さなマーケットとは言えない状況です。以前に比べ、良い環境、良い食物、良い

医療環境の下、ペットの寿命はどんどん延びる傾向にあります。この様にイヌの高齢化と、柔ら

かいペットフードを食べる習慣から、イヌの歯周病が増加しています。（成犬の８割が罹患してい

るとも言われています。）そこで免疫増強作用や抗ウィルス作用を有するインターフェロンが、こ

の様な自然発生型歯周病の予防・治療が可能ではとの発想で、イヌインターフェロンα（CaIFNα）
の投与試験を行った結果、成犬の歯肉炎の改善に顕著な効果があることが分かりました。

そもそもインターフェロンは、動物が病原体や腫瘍細胞の侵入に対抗して体内で作るものです

が、医薬品としてのインターフェロンは、現在遺伝子操作をした細菌や培養細胞を用いて生産さ

れており、依然高価な医薬品です。（商品としてのイヌ用インターフェロンは未だ存在しません。）

そこで産総研では、動物が持つインターフェロン生産に関係する遺伝子を、植物であるイチゴ
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に導入し、そのイチゴを清浄な環境で育てることにより、インターフェロンを大量に、安全に生

産する技術開発に取り組みました。その結果、３０㎡程の栽培室で、年間１００万頭のイヌの歯周病

を治療出来る量のイヌインターフェロンを生産する事ができるシステムを構築することが出来ま

した。現在、医薬原料として薬事法に基づく動物用医薬品製剤販売申請に対する許可を受けるた

めの準備を進めているところです。認可が受けられれば、遺伝子組換え植物を栽培する事によっ

て生産される世界で初めての動物用医薬品が世に出ることになります。

この様に、産総研北海道センターにおいて開発した技術は、単に植物を生産するための“植物

工場”であるだけはなく、植物体を医薬原料の生産のための“植物工場”とするものであり、世

界的に見ても、極めてユニークなものとなっています。この方法は、動物細胞を培養して医薬原

料を作る方法に比べて生産性に優れ、単に野菜を生産する植物工場に比べて経済性にも優れてお

り、物質の生産系として見た“植物工場”の高い運転コストを充分に補うものと考えておりま

す。

この様な“完全密閉型遺伝子組換え植物工場システム”による医薬原料生産法は、イヌなどの

動物だけでなく、将来は、ヒト用の医薬原料生産に応用可能な技術であり、将来の医薬原料生産

に革命的な影響を与える可能性を持つ新しい産業技術として平成１９年６月には、「２００７年グッド

デザイン賞特別賞（金賞）」を頂いています。
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おわりに

今回は機会を頂き、産総研北海道センターの“バイオものづくり”研究について、その一部を

紹介させて頂きました。元より研究活動そのものは、世界最先端を目指すべき性格のものです

し、大げさに言えば、持続性社会の実現や人類全体の幸福に資するべきものですが、私共の研究

成果が、私共が住む北海道の問題解決や新しい産業振興に繋がれば、本当に嬉しく思います。

最後に読者の方で、産総研の研究活動にご興味を持って頂ける方がおられましたら、どうぞお

気軽に、産総研北海道センターにコンタクトを取って頂きます様お願い申し上げます。

【独立行政法人 産業技術総合研究所北海道センター お問い合わせ先】

住所 〒０６２－８５１７ 札幌市豊平区月寒東２条１７丁目２－１

電話 ０１１－８５７－８４０６

FAX ０１１－８５７－８９０１

ホームページ http : //unit.aist.go.jp/hokkaido/index.html

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８５／本文　※柱に注意！／０１２～０１８　経営のアドバイス  2011.11.18 17.50.53  Pag



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．６ ３．９ ９３．８ ８．９ ９６．５ ４．１ ９５．２ ９．３ ９２．５ １．９ ９２．６ ３．５

２２年７～９月 ９３．６ ６．１ ９４．３ １４．０ ９６．１ ５．５ ９５．７ １４．４ ９０．４ △３．７ ９７．３ ３．５
１０～１２月 ９２．５ ０．５ ９４．２ ５．９ ９５．５ ０．７ ９５．４ ６．４ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８

２３年１～３月 ９５．４ １．１ ９２．３ △２．５ ９６．９ △１．０ ９３．６ △２．６ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４～６月 ９１．４ △２．０ ８８．６ △６．８ ９７．２ △０．５ ８８．１ △８．４ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７～９月 p９４．８ １．１ p９２．２ △２．４ p１０１．０ ５．０ p９３．７ △２．２ p８８．８ △１．８ p１０２．８ ５．６

２２年 ９月 ９４．４ ５．７ ９３．７ １２．１ ９５．９ ４．５ ９５．５ １２．９ ９０．４ △３．７ ９７．３ ３．５
１０月 ９０．６ △０．９ ９２．４ ５．０ ９４．２ △０．６ ９３．２ ４．４ ８９．４ △３．５ ９６．８ ３．９
１１月 ９３．７ ２．４ ９３．９ ７．０ ９６．４ ２．８ ９５．９ ８．７ ８９．２ △５．１ ９５．２ ２．０
１２月 ９３．３ △０．１ ９６．２ ５．９ ９５．９ △０．１ ９７．１ ５．９ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８

２３年 １月 ９６．９ １．９ ９６．２ ４．６ ９５．９ △２．０ ９６．３ ３．２ ８７．６ △５．９ １００．５ ７．０
２月 ９７．４ ２．６ ９７．９ ２．９ ９８．８ ０．２ ９９．５ ３．６ ８８．４ △２．６ １０２．０ ６．９
３月 ９１．９ △１．１ ８２．７ △１３．１ ９６．１ △１．２ ８５．０ △１２．１ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４月 ９４．０ △０．２ ８４．０ △１３．６ ９８．７ １．５ ８２．８ △１６．１ ９０．８ １．６ ９８．２ ３．３
５月 ８７．２ △５．４ ８９．２ △５．５ ９２．６ △４．１ ８７．２ △８．０ ８９．３ ０．７ １０３．７ ７．７
６月 ９２．９ △０．６ ９２．６ △１．７ １００．４ ０．９ ９４．３ △１．８ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７月 ９５．９ １．８ ９３．０ △３．０ １０３．７ ７．２ ９４．４ △３．０ ８５．７ △３．８ １００．７ ４．１
８月 r ９５．１ ３．１ r ９３．６ ０．４ r１０１．３ ５．９ r ９４．６ ０．２ ８８．４ △１．４ １０２．８ ５．８
９月 p９３．４ △１．１ p８９．９ △４．０ p９７．９ ２．０ p９２．１ △３．６ p８８．８ △１．８ p１０２．８ ５．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７７６△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５０９ △１．４

２２年７～９月 ２３０，７０９△１．１ ４８，４７０△１．６ ５３，３８６ △２．５ １６，１１４ △３．０ １７７，３２３ △０．６ ３２，３５６ △０．８
１０～１２月 ２５７，１１８△１．３ ５３，５５８△０．５ ６１，７３６ △３．４ １９，４２１ △０．６ １９５，３８２ △０．６ ３４，１３７ △０．５

２３年１～３月 ２２８，８５７△１．４ ４６，９９０△２．６ ５２，８２３ △５．８ １５，７３６ △５．５ １７６，０３５ ０．１ ３１，２５４ △１．０
４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４６３△１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７３８ △１．７
７～９月 p２３０，６４２△１．６ p ４８，１４３△１．７ p ５１，１２３ △４．２ p １５，８５８ △１．６ p１７９，５１９ △０．８ p ３２，２８５ △１．７

２２年 ９月 ７２，９１８△０．５ １５，０９８△１．７ １６，８５７ △３．６ ４，８５８ △５．０ ５６，０６１ ０．５ １０，２４０ ０．１
１０月 ７７，４７８ ０．３ １６，１３１ ０．４ １８，１７９ △１．３ ５，５５６ ０．６ ５９，３００ ０．９ １０，５７５ ０．３
１１月 ７６，３９０△２．５ １６，６３４ ０．１ １８，０４３ △４．９ ６，０２６ △０．４ ５８，３４８ △１．７ １０，６０８ ０．５
１２月 １０３，２５０△１．７ ２０，７９３△１．７ ２５，５１５ △３．９ ７，８３９ △１．５ ７７，７３５ △０．９ １２，９５４ △１．８

２３年 １月 ７８，９４８△２．２ １７，４０６△０．７ １９，０５７ △５．６ ６，０２４ △１．１ ５９，８９１ △０．９ １１，３８２ △０．４
２月 ７０，３３４ ０．０ １４，４６９ ０．５ １５，９３６ △１．４ ４，７１０ ０．６ ５４，３９８ ０．５ ９，７５９ ０．４
３月 ７９，５７５△２．０ １５，１１５△７．５ １７，８２９ △９．７ ５，００２ △１５．０ ６１，７４６ ０．８ １０，１１３ △３．０
４月 ７７，６４５△１．３ １５，６５７△１．９ １６，８７０ △２．４ ５，１４８ △１．８ ６０，７７５ △０．９ １０，５０９ △１．９
５月 ７６，８８１△２．５ １５，７７４△２．５ １６，４８８ △３．９ ５，２３１ △２．６ ６０，３９３ △２．０ １０，５４３ △２．４
６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３△０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４６ １．５
８月 r ７７，１８５△１．９ r １５，５７５△２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ r ６１，６０５ △１．３ r １０，９４７ △２．９
９月 p ７１，１１０△３．９ p １４，７２５△３．６ p １６，０７２ △４．７ p ４，７３２ △２．８ p ５５，０３８ △３．７ p ９，９９３ △４．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８５／本文　※柱に注意！／０１９～０２１　主要経済指標  2011.11.22 10.10.41  Page 19



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．７ ０．６ １０１．０ ０．４ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５

２２年７～９月 １２３，４０４ ４．７ ２２，４００ ４．２ ９９．５ △０．５ ９９．７ △１．０ ８５．８６ ９，３６９
１０～１２月 １１０，４３６ △１．８ ２０，４０２ △０．９ ９９．９ △０．１ ９９．９ △０．３ ８２．５８ １０，２２９

２３年１～３月 １０６，５１４ ４．７ ２０，０２２ ５．９ １００．１ △０．２ ９９．６ △０．５ ８２．３２ ９，７５５
４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００

２２年 ９月 ４２，０１１ １２．３ ７，６１０ １２．２ ９９．８ ０．０ ９９．９ △０．６ ８４．３８ ９，３６９
１０月 ３５，１１５ △７．３ ６，５１５ △６．０ ９９．９ ０．４ １００．２ ０．２ ８１．８７ ９，２０２
１１月 ３５，６４７ ０．０ ６，６２０ ０．７ ９９．９ ０．４ ９９．９ ０．１ ８２．４８ ９，９３７
１２月 ３９，６７４ １．８ ７，２６７ ２．８ １００．０ ０．５ ９９．６ ０．０ ８３．４１ １０，２２９

２３年 １月 ３５，８２８ ３．８ ６，６３８ ４．５ ９９．９ △０．３ ９９．５ △０．６ ８２．６３ １０，２３８
２月 ３３，３８４ ４．７ ６，２６８ ５．９ １００．０ △０．３ ９９．５ △０．５ ８２．５３ １０，６２４
３月 ３７，３０２ ５．４ ７，１１６ ７．２ １００．４ △０．１ ９９．８ △０．５ ８１．７９ ９，７５５
４月 ３５，３８２ １．５ ６，６３０ １．０ １００．６ ０．３ ９９．９ △０．４ ８３．３５ ９，８５０
５月 ３８，６３５ ４．５ ７，１９２ ５．１ １００．７ ０．３ ９９．９ △０．４ ８１．２３ ９，６９４
６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３

２２年７～９月 ４６，３５５ １１．０ １４，６９５ １９．４ １９，３１６ ５．７ １２，３４４ １０．３ １，０９８，５１５ ４．６
１０～１２月 ２６，５９７ △２３．９ ８，１９８ △２７．２ １０，２７４ △２７．２ ８，１２５ △１５．１ ７４９，８８１ △２７．２

２３年１～３月 ３６，０４０ △２３．６ １０，３２８ △３３．９ １４，５９１ △２０．３ １１，１２１ △１６．３ ９６３，６８６ △２５．６
４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０

２２年 ９月 １４，９１４ △３．１ ５，１３１ ２．６ ５，２８０ △１４．４ ４，５０３ ６．５ ４００，６６３ △３．２
１０月 ９，４９１ △２３．６ ２，７７０ △２９．５ ３，５９０ △２８．２ ３，１３１ △１０．５ ２５１，４９３ △２５．９
１１月 ９，５３５ △２４．０ ３，０５０ △２０．７ ３，８４１ △２６．５ ２，６４４ △２３．９ ２５８，７３２ △２９．８
１２月 ７，５７１ △２４．１ ２，３７８ △３１．８ ２，８４３ △２６．８ ２，３５０ △９．７ ２３９，６５６ △２５．５

２３年 １月 ８，５７５ △１６．６ ２，３３４ △３０．１ ３，４８８ △１１．１ ２，７５３ △８．８ ２５９，０７９ △１９．０
２月 １１，１８６ △１２．０ ３，１７４ △２４．０ ４，３１５ △１０．０ ３，６９７ △１．１ ３４１，０３４ △１３．８
３月 １６，２７９ △３２．７ ４，８２０ △４０．５ ６，７８８ △２９．１ ４，６７１ △２８．４ ３６３，５７３ △３７．４
４月 ７，５８３ △４８．７ ２，００６ △５３．０ ３，２８３ △４９．５ ２，２９４ △４３．０ １５３，５２９ △４８．５
５月 ８，０９７ △３７．７ ２，２７１ △４３．９ ３，０６３ △４０．３ ２，７６３ △２７．８ ２００，４６０ △３３．３
６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８５／本文　※柱に注意！／０１９～０２１　主要経済指標  2011.11.22 10.10.41  Page 20



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １１１，８４１ △３．８
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１

２２年７～９月 ８，２７３ １７．５ ２，１２８ １３．８ ２４９，６４６ △２１．１ ３２，２４６ △１２．６ ２１，８６３ １３．９
１０～１２月 ７，８００ △５．１ ２，１８７ ６．９ １２９，８９７ △２５．２ ２５，３６９ △１４．８ １９，１７７ ５．６

２３年１～３月 ５，９０７ １８．９ １，９２４ ３．２ １６３，０８０ ２４．５ ２４，１９４ △３．２ ２３，５３０ ８．９
４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８

２２年 ９月 ２，５０７ ７．８ ７２０ １７．７ ６９，５８５ △３０．０ １１，６２０ △１８．８ ８，８４９ ４．１
１０月 ２，７８７ ６．８ ７１４ ６．４ ５５，５０６ △３９．８ １０，３６７ △１８．１ ６，０６８ ６．９
１１月 ２，６１３ △１５．０ ７２８ ６．８ ３９，３９４ △２２．７ ７，９１２ △６．３ ５，８７４ １２．９
１２月 ２，４００ △５．２ ７４５ ７．５ ３４，９９７ １４．７ ７，０９０ △１８．１ ７，２３５ △０．６

２３年 １月 １，９５０ ６１．２ ６６７ ２．７ １７，９５５ ８９．４ ５，２１８ △９．９ ５，５９７ ５．６
２月 １，７９７ ３０．８ ６２３ １０．１ １６，９１３ △１０．５ ６，０３４ ４．２ ６，５４３ １１．５
３月 ２，１６０ △９．４ ６３４ △２．４ １２８，２１２ ２５．０ １２，９４２ △３．５ １１，３９０ ９．１
４月 ２，６７６ ５．１ ６６８ ０．３ １１８，１６１ △１４．４ １１，７９７ △１１．２ ６，５９０ △０．２
５月 ２，７４８ １３．８ ６３７ ６．４ ７３，３１３ ２１．９ ６，３５５ △１４．１ ６，３５６ １０．５
６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３

２２年７～９月 ３，６０６ △２．０ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ １１１ ２．８ ３，２３２ △１４．５
１０～１２月 ２，６２５ △２．５ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ １０７ △７．８ ３，２９９ △６．５

２３年１～３月 ２，２５２ △１０．８ ０．４３ ０．６０ ５．３ ４．７ １２５ １４．７ ３，２１１ △７．４
４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．７ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８

２２年 ９月 １，１５２ △６．１ ０．４３ ０．５２ ↓ ５．１ ３８ ４６．２ １，１０２ △４．５
１０月 １，００５ △０．３ ０．４５ ０．５４ ↑ ５．０ ３０ △２３．１ １，１３６ △９．９
１１月 ８０８ △４．７ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ ３７ ５．７ １，０６１ △６．２
１２月 ８１２ △３．０ ０．４２ ０．５６ ↓ ４．６ ４０ △４．８ １，１０２ △２．９

２３年 １月 ７８２ △１．１ ０．４２ ０．５９ ↑ ４．７ ３９ ２．６ １，０４１ △２．０
２月 ８１０ △１．４ ０．４４ ０．６１ ５．３ ４．６ ４１ １７．１ ９８７ △９．４
３月 ６６０ △２７．６ ０．４４ ０．６０ ↓ ４．９ ４５ ２５．０ １，１８３ △９．９
４月 ５６２ △２５．３ ０．４０ ０．５２ ↑ ４．９ ５２ １５．６ １，０７６ △６．７
５月 ７４５ △１９．５ ０．３８ ０．５０ ５．９ ４．６ ３７ ５．７ １，０７１ ４．８
６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ↓ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．４ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１２月号
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●道内経済の動き 

●雇用の現状について 

●（独）産業技術総合研究所北海道センターにおける“バイオものづくり”研究 
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